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令和４年度あおもり移住起業支援事業費補助金交付規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、青森県起業支援事業実施要領に基づき、東京圏から青森県への移住を促進

し、社会的事業の分野において地域課題の解決を図るため、公益財団法人２１あおもり産業総

合支援センター（以下「センター」という。）が、東京圏から県内に移住し新たに起業する者又

は Society5.0関連業種等の付加価値の高い産業分野での事業承継若しくは第二創業する者（以

下「起業又は事業承継若しくは第二創業を行う者」という。）に対し、起業又は Society5.0関

連業種等の付加価値の高い産業分野での事業承継若しくは第二創業に要する経費の一部に補助

を行うあおもり移住起業支援事業費補助金（以下「本補助金」という。）の交付について、必要

な事項を定めることを目的とする。 

 

（対象者） 

第２条 本補助金の交付対象とする者は、次に掲げる事項の全てに該当する者とする。 

（１）移住等に関する要件 

① 移住元に関する要件 

  次に掲げる事項の全てに該当すること。 

ただし、東京圏のうちの条件不利地域以外の地域に在住しつつ、東京２３区内の大学 

等へ通学し、東京２３区内の企業等へ就職した者については、通学期間も本事業の移 

住元としての対象期間とすることができる。 

（ア） 住民票を移す直前の１０年間のうち、通算５年以上、東京２３区内に在住又

は東京圏（埼玉県、千葉県、東京都及び神奈川県をいう。以下同じ。）のうち

の条件不利地域（過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（令和３年

法律第１９号）、山村振興法（昭和４０年法律第６４号）、離島振興法（昭和

２８年法律第７２号）、半島振興法（昭和６０年法律第６３号）又は小笠原諸

島振興開発特別措置法 （昭和４４年法律第７９号）の指定区域を含む市町村

（政令指定都市を除く。）をいう。以下同じ。）以外の地域に在住し、東京２

３区内への通勤（雇用者としての通勤の場合にあっては、雇用保険の被保険者

としての通勤に限る。以下同じ。）をしていたこと。 

（イ） 住民票を移す直前に、連続して１年以上、東京２３区内に在住又は東京圏の

うちの条件不利地域以外の地域に在住し、東京２３区内への通勤をしていたこ

と。（ただし、東京２３区内への通勤期間については、住民票を移す３か月前

までを当該１年の起算点とすることができる。） 

② 移住先に関する要件 

次に掲げる事項の全てに該当すること。 

（ア） 転入先が青森県であること。 

（イ） 交付決定時において転入後１年以内であること。 

③ その他の要件 

次に掲げる事項の全てに該当すること。 

（ア） 暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有する者でないこと。 

（イ） 日本人であること、又は外国人であって、永住者、日本人の配偶者等、永住 

者の配偶者等、定住者、特別永住者のいずれかの在留資格を有すること。 
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（ウ） 青森県及びセンターが本補助金の対象として不適当と認めた者でないこと。 

（２）起業、事業承継又は第二創業に関する要件 

   ① 新たに起業をする場合 

     次に掲げる事項の全てに該当すること。 

（ア） 国の交付決定日以降、本補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」と 

いう。）の事業期間完了日までに個人事業の開業届出又は株式会社、合同会社、 

合名会社、合資会社、企業組合、協業組合若しくは特定非営利活動法人等の設立 

を行い、その代表者となる者であること。 

（イ） 青森県内に居住していること又は補助事業の事業期間完了日までに青森県内 

に居住することを予定していること。 

（ウ） 法人の登記又は個人事業の開業の届出を青森県で行う者であること。 

（エ） 法令順守上の問題を抱えている者ではないこと。 

（オ） 申請を行う者又は設立される法人の役員が、暴力団等の反社会的勢力又は反 

社会的勢力との関係を有する者ではないこと。 

   ② 事業承継又は第二創業をする場合 

次に掲げる事項の全てに該当すること。 

（ア） 国の交付決定日以降、補助事業の事業期間完了日までに Society5.0関連業種 

等の付加価値の高い産業分野での、地域課題の解決に資する社会的事業に関す 

る事業を、事業承継又は第二創業により実施する個人事業主又は株式会社、合 

同会社、合名会社、合資会社、企業組合、協業組合若しくは特定非営利活動法人 

等の代表者となる者であること。 

（イ） 青森県内に居住していること又は補助事業の事業期間完了日までに青森県内 

に居住することを予定していること。 

（ウ） 事業承継又は第二創業により新たに実施する事業を青森県内で行う者である 

こと。 

（エ） 法令順守上の問題を抱えている者でないこと。 

（オ） 申請を行う者又は設立される法人の役員が暴力団等の反社会的勢力又は反社 

会的勢力との関係を有する者ではないこと。 

 

（対象事業） 

第３条 補助事業は、次に掲げる事項の全てに該当する事業とする。 

（１）新たに起業をする場合 

① 青森県が地域再生計画において定める分野において、地域の課題の解決に資する社会 

的事業※（Society5.0関連業種等の付加価値の高い産業分野を含む）であり、新たに起 

業する事業であること。 

    ※本事業における社会的事業の要件 

次に掲げる事項の全てに該当すること。 

（ア） 地域課題の解決に資すること（社会性）。 

（イ） 提供するサービスの対価として得られる収益によって自律的な事業の継続が 

可能であること（事業性）。 

（ウ） 地域の課題に対し、当該地域における課題解決に資するサービスの供給が十 

分でないこと（必要性）。 

② 青森県内で実施する事業であること。 
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③ 国の交付決定日以降、補助事業の事業期間完了日までに新たに起業する事業であるこ 

と。 

④ 公序良俗に反する事業でないこと。 

⑤ 公的な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断される事業（風俗営業等の 

規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２１号）第２条において規 

定する風俗営業等）でないこと。 

（２）事業承継又は第二創業をする場合 

   ① Society5.0関連業種等の付加価値の高い産業分野であり、かつ青森県が地域再生計画 

において定める分野において、地域の課題の解決に資する社会的事業※に関する事業を、 

事業承継又は第二創業により実施する事業であること。 

    ※本事業における社会的事業の要件 

      次に掲げる事項の全てに該当すること。 

（ア） 地域課題の解決に資すること（社会性）。 

（イ） 提供するサービスの対価として得られる収益によって自律的な事業の継続が 

可能であること(事業性)。 

（ウ） 地域の課題に対し、当該地域における課題解決に資するサービスの供給が十 

分でないこと（必要性）。 

② 青森県内で実施する事業であること。 

③ 国の交付決定日以降、補助事業の事業期間完了日までに事業承継又は第二創業を経て 

新たに実施する事業であること。 

④ 公序良俗に反する事業でないこと。 

⑤ 公的な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断される事業（風俗営業等の 

規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２１号）第２条において規 

定する風俗営業等）でないこと。 

 

（対象経費） 

第４条 本補助金の交付の対象となる経費は、新たに起業又は事業承継若しくは第二創業する者

が起業又は Society 関連業種等の付加価値の高い産業分野での事業承継若しくは第二創業に要

する次の経費とする。 

人件費、店舗等借料、設備費、原材料費、借料、知的財産権等関連経費、謝金、旅費、マー

ケティング調査費、広報費、外注費、委託費 等 

２ 本補助金の交付の対象となる経費は、次の条件をすべて満たすものでなければならない。 

（１） 補助事業の実施期間内において発生した経費であること。 

（２） 補助事業の遂行に必要なものと明確に特定できる経費であること。 

（３） 証拠書類等によって、金額･支払等が確認できる経費であること。 

（４） 他の補助金の対象となっていない経費であること。 

 

（交付金額） 

第５条 対象者が要した第４条に定める経費の２分の１に相当する額を、本補助金として交付す 

る。ただし、本補助金の額は２００万円を上限とする。 

 

（事業期間） 

第６条 補助事業期間は、センターが第８条の規定に基づく交付決定を行った日から令和５年１
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月２０日までとする。 

 

（交付申請） 

第７条 本補助金の交付を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、あおもり移住起業

支援事業費補助金交付申請書（第１号様式）に事業計画書（第２号様式）、反社会的勢力でない

ことの表明・確約に関する同意書（第３号様式）及び居住地に関する誓約書（第４号様式）を添

えて、センターに提出しなければならない。 

２ 申請者は、前項の規定に基づく交付の申請をするにあたって、本補助金に係る消費税及び地

方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、

消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる

部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の

税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税

額」という。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税等

仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りではない。 

 

（交付決定） 

第８条 センターは、前条の規定に基づく申請書の提出があったときは、当該申請書の内容を事

前に審査し、別に定める有識者から構成されるあおもり移住起業支援事業審査委員会（以下

「審査委員会」という）に諮る案件を決定するものとする。 

２ 審査委員会は、前項において決定された案件について、本補助金の交付の適否を審査するも

のとする。 

３ センターは、審査委員会での審査の参考とするため、市町村に事業計画に関する意見等を求

めるものとする。 

４ 第２項の審査において本補助金を交付することが適当であると認めたときは、センターはそ

の旨をあおもり移住起業支援事業費補助金交付決定通知書（第５号様式）により当該申請者に

通知するものとする。 

５ センターは、本補助金の適正な交付を行うため必要があるときは、申請に係る事項について

修正を加え又は条件を付して、前項の通知を行うものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第９条 前条第４項の規定による補助金交付決定通知を受けた申請者（以下「補助事業者」とい

う。）は、本補助金の交付決定の内容又はこれに付された条件に対して不服があり、本補助金

の交付の申請を取下げようとするときは、当該通知を受領した日から２０日以内にその旨を記

載した書面をセンターに提出しなければならない。 

 

（事業計画変更の承認） 

第１０条 補助事業者は、事業計画書に記載された事業の内容又は経費の配分を変更しようとす

るときは、あらかじめあおもり移住起業支援事業計画変更承認申請書（第６号様式）をセンタ

ーに提出し、その承認を受けなければならない。ただし、次に定める軽微な変更については、

この限りでない。 

（１） 補助事業の達成に支障をきたすことなく、かつ、事業効率の低下をもたらさない事業計

画の細部を変更する場合。 

（２） 人件費、事業費の区分において、補助対象経費の２０パーセント以内の金額を変更しよ
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うとする場合。 

２ センターは、前項の承認にあたり、必要に応じ条件を付することができる。 

 

（事業の廃止の承認） 

第１１条 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止する場合は、あらかじめあおもり移住起業支

援事業中止（廃止）承認申請書（第７号様式）をセンターに提出し、その承認を受けなければ

ならない。 

２ センターは、前項の承認にあたり、必要に応じ条件を付することができる。 

  

（事故の報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が予定の事業期間内に完了することができないと見込まれる

場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかにあおもり移住起業支援事業事故報告

書（第８号様式）をセンターに提出し、その指示に従わなければならない。 

 

（遂行状況の報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業の遂行状況の報告についてセンターが指示したときは、速や

かに、あおもり移住起業支援事業遂行状況報告書（第９号様式）をセンターに提出しなければ

ならない。 

 

（事業の実績報告） 

第１４条 補助事業者は、補助事業が完了したとき又は第１１条の規定に基づく事業廃止の承認

を受けたときは、当該事業が完了した日又は廃止の承認を受けた日から１０日以内に、あおも

り移住起業支援事業実績報告書（第１０号様式）をセンターに提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の事業実績報告書を作成するにあたり、本補助金に係る消費税等仕入控

除税額が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

 

（額の確定） 

第１５条 センターは、前条の規定に基づく事業実績報告書の提出を受けた場合には、当該報告

書の検査及び必要に応じて現地調査等（以下「検査等」という。）を行うこととする。 

２ センターは、前項の検査等により、補助事業の実施結果が本補助金の交付決定の内容及びこ

れに付した条件に適合すると認めたときは、本補助金の額を確定し、あおもり移住起業支援事

業費補助金確定通知書（第１１号様式）により当該補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第１６条 前条の規定に基づく補助金確定通知書を受領した後、補助事業者が本補助金の交付を

受けようとするときは、センターに対しあおもり移住起業支援事業費補助金請求書（第１２号

様式）により請求しなければならない。 

２ センターは、前項による請求に基づき本補助金を補助事業者に交付するものとする。 

 

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第１７条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により本補助金に係る

消費税等仕入控除税額が確定した場合には、消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書

（第１３号様式）により速やかにセンターに報告しなければならない。 
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２ センターは、前項の報告があった場合には、補助事業者に対し、当該消費税等仕入控除税額

の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

（交付決定の取消し） 

第１８条 センターは、補助事業者が次の各号の一に該当するときは、交付決定の全部又は一部

を取り消すことができるものとする。 

（１） 本規程に規定する措置に違反した場合 

（２） 虚偽申請等不正事由が発覚した場合 

（３） 交付決定の内容又は目的に反して本補助金を使用した場合 

（４） 正当な理由なく第１４条に規定する事業実績報告の提出を怠った場合 

（５） センターの承認を受けず当該補助事業を中止（廃止）した場合 

（６） 当該補助事業を遂行する見込みがなくなった場合 

（７） 当該補助事業が事業期間内に終了しなかった場合 

２ 前項第１号から第７号の規定は、第１５条の補助金額の確定後においても適用されるものと

する。 

 

（補助金の返還） 

第１９条 補助事業者は、前条第１項の規定に基づく取り消しを受けた場合において、既に本補

助金の交付を受け、返還すべき金額があるときは、当該金額をセンターが指定する期限まで

に、センターが指定する方法で返還しなければならない。 

 

（加算金） 

第２０条 補助事業者は、前条の規定による返還の命令を受けた場合は、本補助金受領の日から

納付の日までの日数に応じ、返還すべき額につき年１０．９５パーセントの割合を乗じて計算

した加算金をセンターに納付しなければならない。 

 

（延滞金） 

第２１条 補助事業者は、第１７条第２項及び第１９条の規定による返還の命令を受け、センタ

ーが指定する期限までに返還金（加算金がある場合には加算金を含む。）を納付しなかった場

合は、納付期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、未納付の額につき年１０．９５パーセ

ントの割合を乗じて計算した延滞金をセンターに納付しなければならない。 

 

（財産の管理及び処分） 

第２２条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産

等」という。）については、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって適切

に管理するとともに、取得財産等を本補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し､

貸し付けし､又は債務の担保の用に供してはならない。ただし、取得財産等処分承認申請書

（第１４号様式）により、センターの承認を受けた場合は、この限りでない。 

２ 補助事業者は、取得財産等について、取得財産等管理台帳（第１５号様式）を備え管理しな

ければならない。 

３ 補助事業者は、取得財産等があるときは、第１４条に定める事業実績報告書に取得財産等管

理台帳（第１５号様式）を添付しなければならない。 

４ 取得財産等のうち、センターが処分を制限する財産は、取得価格又は効用の増加価格が１件
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当たり５０万円以上の財産とする。 

５ 第１項による取得財産等の管理及び処分に際し承認が必要な期間は、｢減価償却資産の耐用

年数等に関する省令｣（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定めるとおりとする。 

６ センターは、第１項の規定により承認をした補助事業者に、当該承認に係る取得財産等を処

分したことにより収入があったときは、交付した本補助金の全部又は一部に相当する金額を納

付させることができる。 

 

（立入検査） 

第２３条 センターは、補助事業の適切な遂行を確保するため必要があると認めるときは、補助

事業者に対し、補助事業に関し報告を求め又はセンターの指定する者により補助事業者の事業

所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ又は関係者に質問することができる。 

 

（補助事業の経理） 

第２４条 補助事業者は、補助事業に係る経理について、その収支を明確にした証拠の書類を整

備し、かつ、これらの書類を補助事業の完了した日の属する年度の終了後、５年間保存しなけ

ればならない。 

 

（事業化等の報告） 

第２５条 補助事業者は、補助事業の完了した日の属する自らの事業年度終了の日から５年間、

自らの毎事業年度終了の日から２か月以内に、当該補助事業に係る当該事業年度内の事業化及

び収益状況等に関するあおもり移住起業支援事業に係る事業化等状況報告書（第１６号様式）

を、センターに提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の報告をした場合、その証拠となる書類を、当該報告を行った日から５

年間保存しなければならない。 

 

（収益の納付） 

第２６条 センターは、あおもり移住起業支援事業に係る事業化等状況報告書（第１６号様式）

により、当該補助事業の実施結果の事業化等による収益が生じたと認めたときは、交付した本

補助金の全部又は一部に相当する金額を納付させることができるものとする。 

 

（その他） 

第２７条 センターは、本規程に定められた事項のほか、補助事業の円滑かつ適正な運営を行う

ために必要な事項について別に定めるものとする。 

 

附則 

この規程は、令和４年４月１５日から施行する。 


